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決算取締役会開催日 平成１８年１１月１７日 中間配当制度の有無 有 

中間配当支払開始日 平成１８年１２月 ８日 単元株制度採用の有無 有（１単元100株） 

 

１． １８年９月中間期の業績（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日） 

 （１）経営成績                                 （百万円未満は四捨五入して表示しております。） 

 売   上   高 営  業  利  益 経  常  利  益 

       百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％ 

１８年９月中間期 ３０，３４６    ２．４  △ １，２０１      － △ １，１８１      － 

１７年９月中間期 ２９，６３３   １６．４  △   ３４６      － △   ３８６      － 

１８年３月期 ５３，４９８  △   ９９１  △   ８７５ 
 

１ 株 当 た り   
中間（当期）純利益 

中間（当期）純利益  

 百万円     ％ 円   銭  

１８年９月中間期 △１，１３６      － △  ２５  ４３  

１７年９月中間期 △  ４４３      － △   ９  ９２  

１８年３月期   △１，４５４    △  ３２  ５３  

（注）①期中平均株式数 １８年９月中間期  44,684,163株  １７年９月中間期 44,688,679株  １８年３月期 44,686,871株 

 ②会計処理の方法の変更     無 

 ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
 （２）配当状況 

１ 株 当 た り １ 株 当 た り   

中 間 配 当 金 年 間 配 当 金  

 円    銭 円    銭  

１８年９月中間期 ２  ００   

１７年９月中間期 ２  ００   

１８年３月期  ５  ００  
 
 （３）財政状態 

 総  資  産 純  資  産 自 己 資 本 比 率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭 

１８年９月中間期 ９５，４０４ １６，１８３ １７．０ ３６２  １７ 

１７年９月中間期 ８５，０１５ １８，８４５ ２２．２ ４２１  ７４ 

１８年３月期 ８６，２５７ １７，８９９ ２０．８ ４００  ５７ 

（注）①期末発行済株式数 １８年９月中間期 44,683,767株 １７年９月中間期 44,685,190株 １８年３月期 44,684,440株 

 ②期末自己株式数 １８年９月中間期 124,150株 １７年９月中間期 122,727株 １８年３月期 123,477株 
 
２．１９年３月期の業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日） 

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金 
 売  上  高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

期   末  

 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭 

通  期 ７３，８００ １，２００ １，０００   ３ ００   ５ ００ 

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期）  ２２円３８銭 

 

上記予想は本資料の発表日現在において、入手可能な情報に基づき作成したものであり、世界経済・為替相場変動によるリスク等不確定

要因により、実際の業績は、記載の予想数値と異なる可能性があります。 

なお、業績予想に関する事項は、添付資料連結６ページをご参照下さい。 

 

 

－ 個別 1 －  



１．個別中間財務諸表等 
（１）中間貸借対照表 

（単位：百万円） 

 当 中 間 期 前     期 前 年 中 間 期 

科     目 (H18.9.30 現在) (H18.3.31 現在) 
増     減 

(H17.9.30 現在) 

 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率 金 額 構成比

資 産 の 部  %  %  %  %

 流  動 資 産 62,956 66.0 53,173 61.6 9,783 18.4 53,596 63.0

現 金 及 び 預 金 28,503 18,798 9,705  26,484

受 取 手 形 263 350 △    87  364

売 掛 金 358 781 △   423  884

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 190 137 53  152

半 成 工 事 25,091 24,547 544  17,561

前 渡 金 5,131 4,943 188  4,381

前 払 費 用 99 43 56  86

繰 延 税 金 資 産 1,005 1,231 △   226  1,491

未 収 収 益 3 3  0  3

短 期 貸 付 金 183 183 0  159

未 収 入 金 1,295 1,286 9  1,073

未 収 消 費 税 等 667 688 △    21  697

繰 延 ヘ ッ ジ 損 失 － 15 △    15  62

そ の 他 172 171  1  201

貸 倒 引 当 金 △     4 △     3 △     1  △     2

   

 固  定 資 産 32,448 34.0 33,084 38.4 △   636 △  1.9 31,419 37.0

有 形 固 定 資 産 19,108 20.0 19,219 22.3 △   111 △  0.6 18,894 22.2

建 物 4,144 4,249 △   105  3,695

構 築 物 3,147 3,186 △    39  3,312

ド ッ ク 船 台 548 562 △    14  577

機 械 及 び 装 置 5,813 6,164 △   351  6,155

船 舶 0 0 －  0

車 両 運 搬 具 467 316 151  224

工 具 器 具 備 品 768 670 98  681

土 地 4,058 4,058 －  4,058

建 設 仮 勘 定 163 14 149  192

無 形 固 定 資 産 110 0.1 110 0.1 △     0 △  0.1 122 0.2

ソ フ ト ウ エ ア 110 110 △     0  122

投 資 そ の 他 の 資 産 13,230 13.9 13,755 16.0 △   525 △  3.8 12,403 14.6

投 資 有 価 証 券 5,532 5,676 △   144  4,610

関 係 会 社 株 式 4,307 4,285 22  4,053

出 資 金 8 8 －  9

関 係 会 社 出 資 金 － 22 △    22  22

長 期 貸 付 金 137 159 △    22  184

関係会社長期貸付金 97 173 △    76  237

長 期 前 払 費 用 31 14 17  5

繰 延 税 金 資 産 1,345 1,510 △   165  1,582

そ の 他 1,821 1,956 △   135  1,711

貸 倒 引 当 金 △    48 △    48 －  △    10

   

資  産  合  計 95,404 100.0 86,257 100.0 9,147 10.6 85,015 100.0

  （注）以降の添付書類の記載金額は、単位未満を四捨五入して表示しております。 

－ 個別 2 －  



（単位：百万円） 

 当 中 間 期 前     期 前 年 中 間 期 

科     目 (H18.9.30 現在) (H18.3.31 現在) 
増     減 

(H17.9.30 現在) 

 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率 金 額 構成比 

負 債 の 部  %  %  %  %
 流  動 負 債 70,151 73.5 58,182 67.4 11,969 20.6 55,767 65.6
支 払 手 形 3,752 2,723 1,029  3,209
買 掛 金 8,657 8,527 130  8,139
短 期 借 入 金 750 750 －  750
一 年 以 内 返 済 予 定 の 

長 期 借 入 金 
2,106 2,193 △    87  2,111

未 払 金 919 1,302 △   383  1,574
未 払 費 用 1,481 1,252 229  1,096
未 払 法 人 税 等 22 34 △    12  23
前 受 金 49,731 37,372 12,359  33,758
預 り 金 146 101 45  99
船 舶 保 証 工 事 引 当 金 465 524 △    59  811
受 注 工 事 損 失 引 当 金 1,345 2,000 △   655  2,340
設 備 関 係 支 払 手 形 418 1,389 △   971  1,795
デ リ バ テ ィ ブ 債 務 359 15 344  62
固 定 負 債 9,070 9.5 10,176 11.8 △ 1,106 △ 10.9 10,403 12.2
長 期 借 入 金 6,083 7,081 △   998  7,251
退 職 給 付 引 当 金 2,481 2,564 △    83  2,642
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 429 460 △    31  436
そ の 他 77 71 6  74

負  債  合  計 79,221 83.0 68,358 79.2 10,863 15.9 66,170 77.8

純 資 産 の 部      
 株 主 資 本 14,871 15.6 － － － － － －
資 本 金 6,384 6.7 － － － － － －
資 本 剰 余 金 7,857 8.2 － － － － － －
  資 本 準 備 金 7,856 － －  －
  そ の 他 資 本 剰 余 金 1 － －  －
利 益 剰 余 金 681 0.7 － － － － － －
  利 益 準 備 金 247 － －  －
  そ の 他 利 益 剰 余 金 434 － －  －
    配 当 準 備 積 立 金 122 － －  －
    特 別 償 却 準 備 金 155 － －  －
    固定資産圧縮積立金 14 － －  －
    別 途 積 立 金 1,000 － －  －
    繰 延 利 益 剰 余 金 △   857 － －  －
自 己 株 式 △    51 △  0.0 － － － － － －

 評価・換算差額等 1,312 1.4 － － － － － －
その他有価証券評価差額金 1,671 1.8 － － － － － －
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △   359 △  0.4 － － － － － －

純 資 産 合 計 16,183 17.0 － － － － － －

負債・純資産合計 95,404 100.0 － － － － － －

資 本 の 部    
資   本   金 － － 6,384 7.4 － － 6,384 7.5
資 本 剰 余 金 － － 7,857 9.1 － － 7,857 9.3
資 本 準 備 金 － 7,856 －  7,856
そ の 他 資 本 剰 余 金 － 1 －  1
自 己 株 式 処 分 差 益 － 1 －  1

利 益 剰 余 金 － － 1,951 2.3 － － 3,051 3.6
利 益 準 備 金 － 247 －  247
任 意 積 立 金 － 3,006 －  3,006
配 当 準 備 積 立 金 － 256 －  256
特 別 償 却 準 備 金 － 136 －  136
固定資産圧縮積立金 － 14 －  14
別 途 積 立 金 － 2,600 －  2,600

中間(当期)未処分利益 － △ 1,302 －  △   202
その他有価証券評価差額金 － － 1,757 2.1 － － 1,603 1.9
自 己 株 式 － － △    50 △  0.1 － － △    50 △  0.1

資  本  合  計 － － 17,899 20.8 － － 18,845 22.2

負 債 ・ 資 本 合 計 － － 86,257 100.0 － － 85,015 100.0

 

－ 個別 3 －  



（２）中間損益計算書 

（単位：百万円） 

 当 中 間 期 前 年 中 間 期 前     期 

科     目 (H18.4.1～H18.9.30) (H17.4.1～H17.9.30)
増    減 

(H17.4.1～H18.3.31)

 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 増減率 金 額 百分比

  %  %  %  %

売 上 高 30,346 100.0 29,633 100.0 713 2.4 53,498 100.0

売 上 原 価 30,110 99.2 28,651 96.7 1,459 5.1 51,831 96.9

売 上 総 利 益 236 0.8 982 3.3 △   746 △ 76.0 1,667 3.1

販売費及び一般管理費 1,437 4.8 1,328 4.5 109 8.2 2,658 5.0

    

営 業 利 益 △ 1,201 △  4.0 △   346 △  1.2 △   855 － △   991 △ 1.9

    

営 業 外 収 益 223 0.7 175 0.6 48 27.4 466 0.9

受 取 利 息 19 18 1  34 

受 取 配 当 金 200 143 57  397 

為 替 差 益 － 8 △     8  9 

そ の 他 4 6 △     2  26 

営 業 外 費 用 203 0.6 215 0.7 △    12 △  5.7 350 0.6

支 払 利 息 138 122 16  222 

固 定 資 産 除 売 却 損 27 9 18  14 

支 払 手 数 料 10 61 △    51  75 

為 替 差 損 7 － 7  － 

そ の 他 21 23 △     2  39 

    

経 常 利 益 △ 1,181 △  3.9 △   386 △  1.3 △   795 － △   875 △ 1.6

    

特 別 利 益 500 1.7 － － 500 － 40 0.0

企 業 立 地 助 成 金 500 － 500  － 

投資有価証券売却益 － － －  40 

特 別 損 失 － － 12 0.0 △    12 － 340 0.6

投資有価証券評価損 － － －  1 

関係会社株式評価損 － － －  40 

減 損 損 失 － 12 △    12  12 

独禁法違反に係る損失 － － －  287 

    

    

税引前中間（当期）純利益 △   681 △  2.2 △   398 △  1.3 △   283 － △  1,175 △ 2.2

法人税、住民税及び事業税 6 0.0 7 0.0 △     1 △  8.8 13 0.0

法 人 税 等 調 整 額 449 1.5 38 0.2 411 － 266 0.5

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 △ 1,136 △  3.7 △   443 △  1.5 △   693 － △  1,454 △ 2.7

前 期 繰 越 利 益 － 241 △   241  241 

中 間 配 当 額 － － －  89 

中間（当期）未処分利益 － △   202 202  △  1,302 

      

 

－ 個別 4 －  



 

（３）中間株主資本等変動計算書 

（単位：百万円） 

株主資本 

資本剰余金 
 

資本金 
資本準備金

その他 
資本剰余金

資本剰余金
合計 

平成18年3月31日残高 6,384 7,856 1 7,857

中間会計期間中の変動額  

 剰余金の配当  

 配当準備積立金の取崩  

 特別償却準備金の取崩  

 特別償却準備金の積立  

 固定資産圧縮積立金の取崩  

 別途積立金の取崩  

 中間純利益  

 自己株式の取得  

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) 

 

中間会計期間中の変動額合計 － － － －

平成18年9月30日残高 6,384 7,856 1 7,857

 

株主資本 

利益剰余金 

その他利益剰余金  

利益準備金 配当準備 
積立金 

特別償却 
準備金 

固定資産 
積立金 

別途積立金 
繰越利益 
剰余金 

利益剰余金
合計 

平成18年3月31日残高 247 256 136 14 2,600 △  1,302 1,951

中間会計期間中の変動額   

 剰余金の配当   △    134 △    134

 配当準備積立金の取崩  △    134  134 －

 特別償却準備金の取崩  △     15  15 －

 特別償却準備金の積立  34  △     34 －

 固定資産圧縮積立金の取崩  △      0  0 －

 別途積立金の取崩  △  1,600 1,600 －

 中間純利益   △  1,136 △  1,136

 自己株式の取得   

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) 

  

中間会計期間中の変動額合計 － △    134 19 △      0 △  1,600 445 △  1,270

平成18年９月30日残高 247 122 155 14 1,000 △    857 681

 

株主資本 評価・換算差額等 

 
自己株式 株主資本合計

その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ
損益 

評価・換算 
差額等合計 

純資産合計

平成18年9月31日残高 △     50 16,142 1,757 － 1,757 17,899

中間会計期間中の変動額   

 剰余金の配当  △    134  △    134

 配当準備積立金の取崩  －  －

 特別償却準備金の取崩  －  －

 特別償却準備金の積立  －  －

 固定資産圧縮積立金の取崩  －  －

 別途積立金の取崩  －  －

 中間純利益  △  1,136  △  1,136

 自己株式の取得 △      1 △      1  △      1

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) 

 △     86 △    359 △    445 △    445

中間会計期間中の変動額合計 △      1 △  1,271 △     86 △    359 △    445 △  1,716

平成18年９月30日残高 △     51 14,871 1,671 △    359 1,312 16,183

－ 個別 5 －  



 
 
（中間財務諸表作成の基本となる重要な事項） 

 

  １．資産の評価基準及び評価方法  

   （１） 有価証券 

（ア）子会社株式及び関連会社株式・・・・・移動平均法による原価法 

     （イ）その他有価証券 

時価のあるもの：中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの：移動平均法による原価法 

   （２） デリバティブ取引により生じる正味の債権及び債務・・・時価法 

   （３） たな卸資産 

     （ア）原材料及び貯蔵品・・・移動平均法による低価法 

     （イ）半成工事・・・・・・・個別法による原価法 

 

  ２．固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産・・・・・定率法。ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額

法を採用している。 

なお、主な耐用年数は次のとおりである。 

                    建物               １５年 ～ ４７年 

                    機械及び装置        ５年 ～ １３年 

   （２） 無形固定資産・・・・・定額法。ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能年数（５年）に基

づく定額法を採用している。 

 

  ３．引当金の計上基準 

   （１） 貸倒引当金・・・・・・債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等特定の債権      

については個別に債権の回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

（２） 船舶保証工事引当金・・新造船のアフターサービスに対する支出に備えるため、保証工事見込額を実績率に基づいて計上して

いる。 

   （３） 受注工事損失引当金・・当中間会計期間末手持受注工事のうち損失が確実視される工事の当下半期以降に発生が見込まれる損

失に備えるため、合理的な見積額を計上している。 

（４） 退職給付引当金・・・・従業員の退職により支給する退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上している。 

    過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１４年）による定額法 

により、費用処理している。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１４年）による定

額法により、翌期から費用処理している。 

   （５） 役員退職慰労引当金・・役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金支給規則に基づく当中間会計期間末要支給額

を計上している。 

 

  ４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

      外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理している。 

 

  ５．リース取引の処理方法 

      リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 
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  ６．ヘッジ会計の方法 

   （１） 繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法 

       予定取引により将来発生する外貨建債権・債務に対する為替予約によるヘッジについては、繰延ヘッジ会計を適用している。 

       また、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行い、金利スワップ取引については特例処理に 

       より、それぞれヘッジ会計処理をしている。 

   （２） ヘッジ手段とヘッジ対象 

        [ヘッジ手段] 

        デリバティブ取引(為替予約取引、金利スワップ取引) 

       [ヘッジ対象] 

        相場変動等によるリスクを保有しているもの(外貨建債権債務、変動金利借入) 

   （３） ヘッジ方針 

       デリバティブ取引取扱規程に基づき、為替、金利変動リスクをヘッジしている。 

   （４） ヘッジ有効性評価の方法 

       ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とを比 

       較して判断している。 

   （５） その他 

       デリバティブ取引についての基本方針を定めた取扱規程を取締役会で決定している。取引の実行及び管理は経営管理部で行 

       っており、取引状況は、取締役会に報告している。 

 

７．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理は税抜方式を採用し、仮払消費税等と仮受消費税等を相殺して、差額を流動資産「未収消費税等」として表示し

ている。 

 

（会計処理の変更） 

当中間会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月9日企業会計基準第

5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成17年12月9日企業会計基

準適用指針第8号）を適用している。従来の資本の部の合計に相当する金額は16,542百万円である。 

なお、中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計期間における中間財務諸表は、改正後の中間財務諸表等規則により作成してい

る。 

 

（注記事項） 

［貸借対照表関係］ 

 当 中 間 期 前     期 前 中 間 期 

 (H18.9.30現在) (H18.3.31現在) (H17.9.30現在) 

有形固定資産の減価償却累計額 31,013百万円 30,141百万円 29,180百万円 

 

［株主資本等変動計算書関係］ 

   自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 前期末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 123,477 673 － 124,150

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加673株は、単元未満株式の買取によるものである。 
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［リース取引関係］ 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

  借手側 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額 

 （単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円） 

 当 中 間 期 前     期 前 中 間 期 

 （H18.9.30現在） （H18.3.31現在） （H17.9.30現在） 

 工 具 器 具 備 品 工 具 器 具 備 品 工 具 器 具 備 品 

取 得 価 額 相 当 額 33 37 36 

減 価償却累計額相当額 14 14 10 

中間期末(期末)残高相当額 19 23 26 

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産の中間期末(期末)残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定している。 

 

（２）未経過リース料中間期末(期末)残高相当額 

 （単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円） 

 当 中 間 期 前     期 前 中 間 期 

 （H18.9.30現在） （H18.3.31現在） （H17.9.30現在） 

１ 年 以 内 7 7 7 

１ 年 超 12 16 19 

 合  計   19 23 26 

（注）未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産の中間期末(期末)残高

等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定している。 

 

 

（３）支払リース料及び減価償却費相当額  

 （単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円） 

 当 中 間 期 前     期 前 中 間 期 

 （H18.9.30現在） （H18.3.31現在） （H17.9.30現在） 

支 払 リ ー ス 料 4 7 4 

減 価 償 却 費 相 当 額 4 7 4 

 

 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

      リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

 

２．オペレーティング・リース料 

  借手側 

   未経過リース料 

 （単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円） 

 当 中 間 期 前     期 前 中 間 期 

 （H18.9.30現在） （H18.3.31現在） （H17.9.30現在） 

１ 年 以 内 10 9 9 

１ 年 超 166 172 176 

 合  計   176 181 185 

 

 

［有価証券関係］ 

  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 
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２．部門別売上高比較表 
（単位：百万円） 

当 中 間 期 前 年 中 間 期 前       期 
部  門 

（H18.4.1～H18.9.30） （H17.4.1～H17.9.30） 
増       減 

（H17.4.1～H18.3.31） 

 9隻 % 9隻 %  % 16隻 %

新 造 船 29,550 97.4 28,193 95.1 1,357 4.8 49,806 93.1

       

鉄   構 420 1.4 1,059 3.6 △    639 △ 60.3 3,036 5.7

       

環境機器 97 0.3 90 0.3 7 7.9 150 0.3

       

そ の 他 279 0.9 291 1.0 △     12 △  4.8 506 0.9

合   計 30,346 100.0 29,633 100.0 713 2.4 53,498 100.0

(うち輸出) (   29,550 )  (   28,193 )   (    49,806 )  

 

 

３． 受  注  状  況 
（１）受注高                                                 （単位：百万円） 

当 中 間 期 前 年 中 間 期 前       期 
部  門 

（H18.4.1～H18.9.30） （H17.4.1～H17.9.30） 
増       減 

（H17.4.1～H18.3.31） 

 11隻 % 18隻 %  % 26隻 %

新 造 船 51,266 98.5 79,559 98.5 △ 28,293 △ 35.6 128,196 97.3

       

鉄   構 672 1.3 997 1.2 △    325 △ 32.6 3,273 2.5

       

環境機器 108 0.2 76 0.1 32 42.7 138 0.1

       

そ の 他 19 0.0 120 0.2 △    101 △ 84.3 146 0.1

       

合   計 52,065 100.0 80,752 100.0 △ 28,687 △ 35.5 131,753 100.0

 

 

（２）受注残高                                                （単位：百万円） 

当 中 間 期 末 前 年 中 間 期 末 前 期 末 
部  門 

(H18.9.30現在) (H17.9.30現在) 
増       減 

(H18.3.31現在) 

 69隻 % 66隻 %  % 67隻 %

新 造 船 309,701 99.0 260,961 99.0 48,740 18.7 287,985 99.0

       

鉄   構 3,252 1.0 2,701 1.0 551 20.4 3,000 1.0

       

環境機器 49 0.0 36 0.0 13 36.7 38 0.0

       

そ の 他 6 0.0 9 0.0 △      3 28.2 16 0.0

       

合   計 313,008 100.0 263,707 100.0 49,301 18.7 291,039 100.0
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